
 

企業のメンタルヘルス対策の取組状況 
◆⻑引くコロナ禍によるメンタルヘルスの問題 

新型コロナの影響で、様々な面からメンタルヘルスの
問題が取り沙汰されることが増えてきました。⻑引くコ
ロナ禍により不安や孤独を感じる人も多いのではないで
しょうか。働く人にとっては、労働環境がガラッと変化
したことで、メンタルに影響を受けている人も少なくな
いようです。 

◆小規模の事業所では約半数で対策がとられていない 

厚生労働省が公表した令和３年「労働安全衛生調査（実
態調査）」の結果によれば、メンタルヘルス対策に取り
組んでいる事業所の割合は、労働者数 50 人以上の事業所
で 94.4％（令和２年調査 92.8％）、30〜49 人の事業所で
70.7％（同 69.1％）、10〜29 人の事業所で 49.6％（同
53.5％）となっています。取組内容（複数回答）をみる
と、「ストレスチェックの実施」がその大半を占めてお
り、実施が義務化されていない小規模の事業所ではメン
タルヘルス対策がとられていない割合が約半数という結
果になっています。 

◆実効性のある対策の必要性 

調査では、過去１年間にメンタルヘルス不調により連
続１カ月以上休業した労働者または退職した労働者がい
た事業所の割合は 10.1％（令和２年調査 9.2％）との結
果も出ています。 

実効性のあるメンタルヘルス対策を講じていくこと
は、企業の人材確保の面でも重要な課題であるといえる
でしょう。 

【厚生労働省「令和３年 労働安全衛生調査（実態調査）結果
の概況」】 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/r03-46-50_ga

ikyo.pdf 
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最低賃金 過去最大の引上げにどう対応する？ 
◆令和４年度最低賃金は過去最大の引上げ 
８月２日、厚生労働省が公表した令和４年度地域別最低
賃金額改定の目安は、同審議会公益委員の見解として示
された 3.3％を基準とした結果、30〜31 円という過去最
大の引上げとなりました。 
◆目安を上回る額の改定を決定するところも 
これを踏まえて各都道府県の地方審議会における改正の
議論が行われ、８月９日までに、27 の都道府県で答申も
しくは公示が行われています。 
このうち、茨城県、兵庫県、佐賀県、熊本県では、中央
最低賃金審議会が答申した額を上回る 32 円の引上げを決
定しています。また、北海道のように目安が 30 円のとこ
ろ、31 円の引上げを決定したところもあります。 
◆中小企業向けの支援策は？ 
一方、中央最低賃金審議会では、企業物価指数が９％超
の水準で推移する中で多くは十分な価格転嫁ができず厳
しい状況であること、特に中小企業・小規模事業者の賃
金支払能力の点で厳しいものとなったとの受止めはされ
ています。 
そのため、答申において、中小企業向けの支援策に関す
る政府に対する要望も盛り込まれています。 
◆業務改善助成金の動向に要注目 
具体的には、業務改善助成金について、原材料費等の高
騰にも対応したものとするなどより実効性ある支援の拡
充、また、最低賃金が相対的に低い地域における重点的
な支援の拡充等が挙げられています。具体的な内容はま
だ明らかにされていませんが、 
 

 

 

昨年度は、最低賃金引上げに対応した業務改善助
成金特例コースの受付が、令和４年 1 月 13 日に
開始されました。 
最低賃金額の改定は令和４年 10 月以降となりま
す。こうした支援策の動向にも注目しておくとよ
いでしょう。 

【厚生労働省「令和４年度地域別最低賃金額改定の目安
について」】 
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_27195.html 
 

9 月の税務と労務の手続期限［提出先・納
付先］ 

12 日 

○ 源泉徴収税額・住⺠税特別徴収税額の納付［郵
便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以
降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

30 日 
○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 
○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務

所］ 
○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報

告書の提出［公共職業安定所］ 
○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者で

ない場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 
［公共職業安定所］ 

 


